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なお，本研究では，研究対象を明確にするために，デジタル情報2とそのテクノロジ─情
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例えば，現在高等教育の世界で広がりつつある「ムークス（MOOCs：Massive Online Open 
Courses）」は，インターネット上の講義を無償で公開し，アクセス可能な人々全員を対象
に学習機会を提供するシステムである。そこで単位が取れる受講者は，もともと知識やリ
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日本も含め，先進国では ICT を有効に活用できない者の職業が減りつつあり（Autor, Levy 
& Murnane, 2003; 池永, 2011），我々の経済や教育システムは，それらの者が活躍できる


























アラン・ケイの「ダイナブック（動的な本：dynamic な book の短縮）」のコンセプトは，
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設立と 1994 年の移動体端末売り切り制導入によってインフラ整備が整い，1995 年の
Windows95 発売によって，インターネットに接続する家庭や企業が増加した。ウェブサイト
を探すのが容易になるように，1995 年に NTT DIRECTORY がスタートし，ウェブサイトに関
する情報を集約した。その後，様々な検索サイトが開設されて，その開発は世界規模で進
み，1998年の Google 社設立へとつながる。1990 年代の ICT リテラシーに関する議論は，「コ
ンピュータをどのように使うか」に関わるものになってきた。 
検索サイトの開発競争は Google によって落ち着きを見せたが，次の流れとして，日本で
は 2000 年には家庭でのパソコン普及率が 30％を超え，ADSL 回線による常時接続が始まっ
た。さらに，個人で情報を発信し，個人間で情報を共有するために，ソーシャルネットワ
ークサイトが増え始める。2004 年 Facebook（英語版），2006 年 Twitter，そして，日本で







表1.  情報通信と教育に関連する主なできごと（林（2012）を一部改変） 
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（平成 10 年度改訂） 
2000 Windows 2000 発売   
2001 Windows XP 発売  NICER サービス開始 
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ごとに示したのが表 2及び 3である。例えば，アメリカ図書館協会（ALA, 1989）の「情報
リテラシー」という目標（表 1参照）は「情報」＋「リテラシー」の組合せと分類した。 
 
表2.  教育目標に使われる語句の組合せ 2000 年以前 
 スキル リテラシー （活用）能力 
情報  ALA（1989） 情報活用能力 
（1997） 
コンピュータ  中山・東原（1986）  
メディア  Ontario（1997）  
IT FITness（1999）   
デジタル    
ICT    
トランス／マルチ    
 
表3.  教育目標に使われる語句の組合せ 2000 年以後 




コンピュータ    
メディア    
IT    
デジタル  PIAAC（2011） 
P21（2009） 
CEC（2010） 
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見付け，評価し，効果的に用いればよいのかを知っている」（Breivik & Gee, 1989/1995）
                                                  
10 http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ 
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「Being Fluent for Information Technology」の中で「Fluency with Information Technology
（FITness）」という概念が提唱されている。IT に Fluent にかかわる能力として， 
 
 Intellectual Capabilities：複雑な状況に ITを適用しその結果を理解する 
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IEA（Intenational Association for the Evaluation of Educational Achievement；国
際教育到達度評価学会）による国際コンピュータ及び情報リテラシー調査（The IEA 











リテラシー」を設定した。「21 世紀型スキルのための教育と評価プロジェクト(ATC21S : 










2000 年代後半から検討を進めている。その中でトーマスら（Thomas et al., 2007）は「ト
                                                  
12 正確には 21 世紀型スキルの下位要素であるため，“digital literacy skills”であり，その下位
要素も同様に“skills”が付く。ただし意味内容として“literacy”に重きが置かれていると解
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12 正確には 21 世紀型スキルの下位要素であるため，“digital literacy skills”であり，その下位
要素も同様に“skills”が付く。ただし意味内容として“literacy”に重きが置かれていると解
























フィンランド国家教育委員会（Finland, 2014）も 2016 年から実施された学習指導要領
において，七つの育成すべきコンピテンスの中に「マルチリテラシーズ（multiliteracies）」









ダーサービス開始や，1995 年の Windows95 発売によって，インターネット接続が身近にな
り，個人がウェブページを安価に持って情報を発信できるようになったことにより，2000
年代に入ると，「リテラシー」は，「分析」「読み書き」に加えて「発信」という活用の側面
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①  用語の誕生から最初の定義まで 
まず「情報活用能力」という用語が最初に用いられた昭和 61（1986）年の臨時教育審議
会第二次答申も含めて，臨時教育審議会の一連の答申を概観する。 















そ ろ ば ん
等の
基礎的なリテラシーと見なされていたことがうかがえる。 






i)  情報の判断，選択，整理，処理能力及び新たな情報の創造，伝達能力 
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②  平成 20 年告示学習指導要領からそれ以降 








































②  平成 20 年告示学習指導要領からそれ以降 






































































































































では，「1 人 1台の情報端末，電子黒板，デジタル教材等の ICT を活用した学習活動を行う
ことによる，児童生徒が ICT を操作・活用するための能力（ICT 活用スキル）」として下記
を設定し，事業当初・事業途中・事業終了時の児童生徒の ICT 活用スキルを計測している。 
 
○ 必須操作：3項目 
 「タブレット PC の電源を入れたり消したりすることができる。」 
 「保管用の棚等からの出し入れや充電など，タブレット PCの管理ができる。」 
 「電子ペン（または指）を使って，先生の指示通りに一人でタブレット PC の画面
等を操作できる。」 
○ 表現（文章）：2項目 
 「電子ペンを使って，タブレット PC画面上に手書き文字を書くことができる。」 
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 「タブレット PC のカメラ機能やデジタルカメラを使って，写真やビデオを撮影で
きる。」 







































 「タブレット PC のカメラ機能やデジタルカメラを使って，写真やビデオを撮影で
きる。」 

















































































































































表4. 平成 25（2013）年度全国学力・学習状況調査の質問紙調査の結果 
 
「第 6学年の児童に対して，前年度までに，コンピュータ等の基本的な操作を身に付ける指
導を行いましたか」（質問番号 51）     （数値は％） 
よく行った どちらかといえば，行った あまり行っていない 全く行っていない






表5. 平成 25（2013）年度全国学力・学習状況調査の質問紙調査の結果 
 
小学校 6 年生児童が活用する頻度に関する質問項目（質問番号 53～57） （数値は％） 
 









国語 2.4 13.9 30.3 53.2






国語 1.8 13.0 41.2 43.8
算数 2.2 9.4 28.1 60.1
 












国語 0.7 3.8 17.4 77.8








国語 0.6 3.8 25.5 69.7
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次に国際調査から，国際情報教育調査（SITES；Second Information Technology in 
Education Study）の第 2回調査，PISA2009 で行った「デジタル読解力」調査，PISA2012・
PISA2015 の質問紙調査，TALIS（Teaching and Learning International Survey）2013 の
結果を各々参照する。 
まず，SITES2006の結果によると，日本の教師の ICT 使用割合は数学 23％，理科 44％で，
ワープロや電子メール，表計算といった技術的 ICT 能力は高い水準であるが，生徒のため
の ICT 授業や ICT 利用に適切な教育環境の知識，インターネットで生徒の学習を支援する
といった ICT 使用能力ははるかに低いとあり，二つの能力の平均水準の差は参加国中で最
大であった。 






かに手伝ってもらえばできる」と回答した生徒の割合は，日本は 17 か国中 12 番目であり












次に PISA2012・PISA2015 の質問紙調査についてである。生徒向けの「ICT 親和性」に関
する質問項目があり，学校外での宿題のためにインターネットを使う頻度が聞かれている。
日本は，PISA2012 では「まったく使ったことがない」「ほとんど使ったことがない」と回答
する生徒が全体の 53.6％，PISA2015 では全体の 40.3％を占めている。 
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平成 25（2013）年 10 月～平成 26（2014）年 1 月に掛けて，文部科学省によるコンピュ
ータを使用して情報活用能力を測定する調査が行われた。調査対象は，小学校 116校の第 5
学年児童 3343名，中学校 104校の第 2 学年生徒 3338名であった。一人一台の PC を使い，
小学生は 60分，中学生 68 分で，情報活用能力 3観点 8要素に関するウェブページの検索，
シミュレーションや表計算ソフトの活用，プレゼン資料の作成などの小問 16問（大問 4問
に小問四つずつが含まれている）を解答した。結果は，平成 27（2015）年 1 月に公表され
ている（文部科学省, 2015a）。詳細はそちらを参照いただきたい。 
全体的な結果としては，小学生の平均通過小問数は 6.2 問，標準偏差は 3.2，中学生の平
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2014 年 9月より導入された新カリキュラム15とそれまでのカリキュラムについて記す。 
前身のカリキュラムでは，ICT リテラシーに関わるものとしては，資質・能力（キースキ
ル）としての「ICT の活用（Use of ICT）」と，独立教科としての「情報通信技術（ICT）」
という二つがある。 
「Use of ICT（Use of Information and Communication Technology）」は，児童生徒が
全ての科目の学習を効率的に進めるために，ICT 機器の利用を通じて，自身の ICT 活用能力
を習得し実践していく機会の提供を求めた指導要件である。 
その中には，「事象を発見する（find things out）」，「ICT 機器を活用して自身のアイデ
アを発展する（develop their ideas using ICT tools）」，「情報を交換・共有する（exchange 
and share information）」，「自身の学習成果を振り返り，修正し，評価する（review, modify 






・ ICT 機器の使い方やプログラミングの学習及び「IT Awareness Lessons」 
・ 「IT Awareness Lessons」で情報社会に関するモラルを扱う。 
・ 他の教科目標にも寄与する。 
 
2014 年 9 月からは新カリキュラムとなり，独立教科「Computing」が従来の教科「ICT」




                                                  
15 https://www.gov.uk/government/collections/national-curriculum 
16 イギリスの子供たちは，日本の小学校にあたるプライマリースクールに 5歳から 11 歳まで，
中学校にあたるセカンダリースクールに 12歳から 15歳まで通学する。この各学校段階を 2 段
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KERIS（Korea Education and Research Information Service）が協力して 2001 年に開発
したものが，「ISSS（ICT Skills Standard for Students）17」である。さらに，教員向け
の「ISST（ICT Skills Standard for Teachers）」と一般向けの「ISSA（ICT Skills Standard 



















マスタープラン 1（1997～2002 年）では学校における ICT インフラの整備と全教師の ICT
活用力の定着を目指し，各種ソフトやリソースも準備した。それにより，ICT が教育と学習
にとって受容可能な道具として受け止められることを狙った。マスタープラン 2（2003～
2008年）では ICT 活用モデルを構築する試みが行われた。全国の学校全体の 5％を Future 
school，15-20％を LEAD ICT schoolに定め，創造的な実践を行うよう，予算の自律性も持
たせて働き掛けた。同時に，児童生徒が最低限習得すべきスキルとして，ICT の活用基準（ベ
ースライン）を定めた。ICT 関連スキルを以下の七つに分類し，プライマリースクールの 3
年次・6年次・セカンダリースクールの 2 年次・5 年次までに取得すべきレベルを定めた。 
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18 年間を掛けて行った。その過程は表 6 のようにまとめられる。この表を見ると，ICT が
学習指導要領に埋め込まれて教科等横断的に有意味な形で使われるようにするために，教
師教育や研究開発，インフラなどが総合的に変革されたことがうかがえる。また，シンガ
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ICT 教育は，資質・能力（General Capabilities）の一つとして ICT スキルがあるととも
に，単独科目として「Digital Technology19」があるという両側面を持つ。 




資質・能力（General Capabilities）における ICT Capabilityは，以下の五つの要素か
ら成る。ここでも ICT が創造など各種の知的活動と結び付けられるとともに，ICT の思慮深
いユーザとして児童生徒が育つことが期待されている。 
 
① Applying social and ethical protocols and practices when using ICT（ICT利用
時に社会的・倫理的慣習・慣行を守る） 
② Investigating with ICT （ICT を活用して調査を行う） 
③ Creating with ICT （ICT を活用して創造活動を行う） 
④ Communicating with ICT （ICT を活用して，他者とコミュニケーションをとる） 











3) 児童生徒の ICT リテラシー育成のために教員等社会のリテラシー全体の底上げ，及びイ
ンフラ等の一体的・総合的変革を行うこと 
 
3点目については，米国の NETP（National Education Technology Plan）20も参考になる。
これは STEM（Science, Technology, Engineering and Mathematics）を中心に教育を充実
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囲み 5－1: 2002 年 UNESCO 「Information and communication technology in education: 















1990 年代のコンピュータ操作を教える ICT 教育が「低レベルで退屈」なものだと学校で認
識されるようになったことに対する英国王立協会のレポート「操作ではなくコンピュータ
サイエンスを学ぶべき」（British Royal Society, 2012）が影響したと言う。また，英国
ではゲーム産業がさかんなことも影響していると考えられる23。ただし，囲み5-2を見ると，
UNESCO の「アルゴリズムとして手続を明確に書き出すことで，人が行う問題解決を含む行










• （他の教科と切り離された特定教科で ICT スキルが教えられる）ICT リテラシ
ーの学びから 
• （独立教科群で伸ばされた ICT スキルに基づいて）教科で ICT を活用する学び
へ，そして 
• （ICT が全ての教科に統合され埋め込まれている中での）カリキュラム全体の
どこでも（infuse された形で）ICT を活用する学びへ，さらに 
• （ICT が応用科目や専門職のための準備として特別に教えられる）ICT 専門科
目における専門的な学びに至る。 
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囲み 5－2 European Scholnet「Computing our future Computer programming and coding: 














いるということをあまり宣伝していない」（総務省, 2015, p.23-24）などと示唆されている。  
政府においても「世界最先端 IT 国家創造宣言」（ＩＴ総合戦略本部, 2013; 囲み 5－3）
や「日本再興戦略―JAPAN is BACK―」（首相官邸, 2013）にてプログラミングの重要性が
示唆された。そこでは，ITを使うだけでなく，ITを活用して課題を解決したりモノづくり
をしたりするための手段として，プログラミングが位置付けられている。さらに，平成 28




の取りまとめ）」（文部科学省, 2016; 囲み 5-4）では，プログラミングを，全ての子供に対
して「プログラミング的思考」を育むための手段として採り入れることが示されている。
この思考力は，各教科で育むことが期待されている思考力の論理性を更に育てる上で役立
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26 https://scratch.mit.edu/ 
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でも工程全体の 50-70%の時間をかけるほど骨の折れる作業である（Schneider, Weingart & 
Perlman, 1978）。デバッグでは，修正したプログラムを実行し，コンピュータから返って
きた結果を確認して次の修正を行うという試行錯誤的な手続が繰り返される。 
上記のような複雑な手続を遂行するには，高度な認知能力が求められる（Dalbey & Linn, 
1985）。例えばそれは，プランニングや推論といった能力である。熟達者は，一般的なアル
ゴリズムの知識とプログラミング言語の知識を統合してプログラムを作っているため














一方で，ピー（Pea & Kurland, 1984）は，証拠がないにもかかわらずプログラミングが
特に高次認知能力を育成するという考え方に警鐘を鳴らしている。 
                                                  
28 手続き型のプログラミング言語の場合。 
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識を同定した上で LOGO を活用するという展開である。戸塚（1989, 1995）が学校での教科
の学習を促すために LOGO を活用した事例は，認知科学者（三宅, 1985; 佐伯, 1986 など）
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ラミング教育」も下火になった（Kafai & Burke, 2013）。その一方で，学校外では「万人
向けのプログラミング環境」が充実していった。1990 年代には，パパートの実践が発展し，
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定，及び作業に必要となる知識や技術を学ぶことにも困難が伴う（Soloway & Ehrlich, 1984）。 
このように学習することが多岐にわたるため，学習者が学びやすい順序で教えるという
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また，戸塚（1995）の実践例では，学習障害のある小学 5年生の子供が LOGO を使って算
数を学んでいく 21時間にわたる学びの記録が詳細に残っている。この子供は当初，加減算
は手足の指を折って行うしかなかったため，「15+8」のように繰り上がりのある足し算はで
きなかった。しかし，LOGO で数値を指定して図形を描く過程の中で，まず 100 を超える加
減算ができるようになった。次に，扱えるようになった大きな数を使って LOGO で角度を表
すことができるようになり，最後には LOGO の世界すら超えて，自分の身体と結び付けて角
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部必修化している（European Schoolnet, 2015）。 
計算論的思考を含む高次認知能力がプログラミングで育成されるのかを検討した事例も
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語と比べて多い（総務省, 2015）。2016年 2月現在，Scratchのウェブサイトでは 1,300万
個を超えるプログラムが共有され，登録ユーザは 1,000万人を超えている。2014 年 12月現
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MIT が講義をウェブ上で公開することを 1999 年に検討し始め，この動きを受けて 2004 年に









































MIT が講義をウェブ上で公開することを 1999 年に検討し始め，この動きを受けて 2004 年に













































の教育と評価について，2008 年にシスコ，インテル，マイクロソフトの 3 社が先導し，メ
ルボルン大学が中心となって，知識産業社会に必要なスキルを同定してその教育方法を国
際的な協力体制で開発しようと立ち上げたプロジェクトがある。Assessment and Teaching 
of the 21st Century Skills（ATC21S）と名付けられたプロジェクトであり，OECD とも連
携し，オーストラリア，フィンランド，シンガポール，英国が参加して実践的な研究が繰
り広げられ，報告書がまとめられた（ATC21S, 2013; Griffin & Care, 2015, Griffin et al., 
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以下の記述に見ることができる（スカーダマリアら, 2012/2014, p.77）。 
 
本章では，21世紀型スキルに対する二つの異なるアプローチ，「学習目標から後戻り
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41 現在でもこのメンバーの一人Margaret Riel がボードメンバーを務める iEARN
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機運が成り立たないため，「問い」が成立しない（Bransford & Stein, 1984）。その過程を
教育しようと，子供たち自身に問いの同定から始めて解法そのものを多様な形で探索させ
ようとする問題解決型の授業デザインが研究されるようにもなった。ジャスパープロジェ
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・ 「個の活動」 一人一人でまずは解かせる 
・ 「小集団活動」  個人で解いたものの確認 































授業は中学生を対象に，理科第 2 分野「地球と宇宙」単元の全 9 時間中の 6 時間目に黄
道 12星座をテーマとして行ったものだった。黄道とは地球の公転によって太陽が星座の中
を西から東へ移動するように見える通り道のことであり，黄道 12 星座は黄道上に並ぶ 12
の星座のことである。黄道 12星座は誕生月の星座でもあるため，生徒にもなじみ深い。授
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の結果の共有時に違いが生まれた。授業 1 では課題が 8 個に分割されて取り組みやすく，
生徒は模型を使いながら答えを導出・送信した。しかし，電子黒板で共有されるうちに「正
解」が提示されていることに気付いて写すグループも出た。結果，ほとんどのグループが
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図6. 黄道 12 星座をめぐる 1回目授業での電子黒板画面 
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（Scardamalia et al.（2012/2014）に従って正解到達型の授業を「後向き」と呼んでおく）。 
 
表7. 二つの授業デザイン原則の違い 
授業 後向き(正解到達型) 前向き(目標創出型) 
授業目標 一つの正解への到達 概念理解と疑問創出 
学習課題 下位課題に分割 挑戦的な課題 
協調活動の役割 課題解決 解決を通した理解 
ICT の役割 正解の記録・発信 多様解の記録・発信 
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① 「0 と 1 の間にある分数は何だろうか。一つ書いてみよう」という教員の問いかけに，
各児童がプライベート・ボードの付箋に思い思いの答えを記入する。 
② 付箋をプライベート・ボードからパブリック・ボードへと移動する。すると，多様な答
えが共有できる。少数や 0と 1 の間にない分数，分数を表現した図形なども含まれる。 








                                                  
42 以下，本節の内容は三宅・白水（2003）を一部転用したものである。 
43 http://gs.lsl.nie.edu.sg/software.html 国内の類似システムには XingBoard などがある。国
外では現在は Microsoft の Surface などタンジブル・インターフェイスに類似機能がある。 
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44 http://hi-ce.org/modelit/index.html 2016 年現在，ソフトウエアは提供されていない。 
84 
 






































                                                  


































































































                                                  









































                                                  



































































































































































こうした活動はスマートフォンや PC の学習目的での利用の仕方を教えることにもなる。 
 
（４） シンカーツール（Thinker Tool） 
 
【機能と活用イメージ】 















・ 質問など課題遂行の助言役：Quentin Questioner 
・ 認知面での助言役：Ingrid Inventor 
・ 社会的な側面の助言役：Keiko Collaborator 
                                                  
47 科学者が議論する電子掲示板に中高生がアクセスできるように，サイエンスライターが内容を書
換えることで科学的論争について学ばせた SCOPE プロジェクトが著名（Bell & Davis, 2000）。 
48 ロングテールとは需要曲線の尻尾（テール）に販売数量の少ない商品が大量に並ぶことを指
したもの。その語で子供一人一人の学びたいことが多様に存在することを擬似的に示した。 
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・ メタ認知的な助言役：Ricky Reflector 
























・ メタ認知的な助言役：Ricky Reflector 


























































































































ワイズ（Web-based Inquiry Science Environment：WISE）51は，同名のプロジェクトが
開発した科学の探究学習用ポータルのことである（Linn, Davis & Bell, 2004; Linn & Eylon, 
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学習体験を積んで，最後には「私，将来は科学者になりたい」と発言している（Linn & Hsi, 
2000）。このように科学を日常化することが，ワイズプロジェクトの成果の一つである。 
それでは，こうした学びが実際どの程度の児童生徒にどのような形で生ずるのだろうか。
ワイズプロジェクトが熱力学の単元について，2002 年までに約 3000 人の生徒を対象に行っ




























（Clark & Linn, pp.464-465）と述べている。 
完全セットで学ぶ過程では実際どのような学習が起きていたのだろう。クラークらはこ
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（６） ナレッジフォーラム（Knowledge Forum） 
 
【機能と活用イメージ】 
ナレッジフォーラム（Knowledge Forum）52とは，トロント大学 OISE（Ontario Institute 
for Studies in Education）の知識構築プロジェクトのグループが開発し，約 30 年にわた
って活用・発展されてきた電子掲示板システムである（Scardamalia & Bereter, 2006/2009）。 
ナレッジフォーラムの機能自体はシンプルで，利用者が二次元配置可能なマップの上に，
考えを投稿し，互いにリンクを付けながらコメントし合うものである。投稿する際，「私の


































（６） ナレッジフォーラム（Knowledge Forum） 
 
【機能と活用イメージ】 
ナレッジフォーラム（Knowledge Forum）52とは，トロント大学 OISE（Ontario Institute 
for Studies in Education）の知識構築プロジェクトのグループが開発し，約 30 年にわた
って活用・発展されてきた電子掲示板システムである（Scardamalia & Bereter, 2006/2009）。 
ナレッジフォーラムの機能自体はシンプルで，利用者が二次元配置可能なマップの上に，
考えを投稿し，互いにリンクを付けながらコメントし合うものである。投稿する際，「私の
























図 16a. 書き込み画面 図 16b. 分析ダッシュボード 
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にサイクルがあることを理解しなければならない（Students should understand cycles 
in lives of plants）』だって。いいこと書いてあるね」と参考にしながら，探究を進
めていった。すると，7か月後に「私の理論は間違っていた！」と洞察する児童も出た。 
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トにも関わっており，その白書の中で囲み 6－1 のような提言を行っている。 
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の知識構築コミュニティに最も近付いた形になった（Zhang et al., 2009）。 
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図 17a. １年目 
 
図 17b. ２年目 
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図 17b. ２年目 
 




































































































システム ICT の特徴（機能） 狙い 
グループ・スクリブル 情報の即時共有・編集・表示 個と集団の交流を通した協調学習 
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第５章の囲み 5－1 に見るように，ICT スキルだけでなく，情報の活用能力が次のような段
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このように考えると，授業における先述の pedagogical coherence は，教員養成も含めた
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といった批判がある（Metz, 1995）。特に ICT のように次々と学習対象が更新される領域で
は，高校卒業時などを到達点としてそこから逆算して小学校 1 年生で学ぶべきことを決め
るのが難しいという問題もある。例えば，2016年度現在に 18歳である高校 3年生を考えて
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次ページの囲み 7－3 には“FITness”（National Research Council, 1999）プロジェク
トの資質・能力目標に関する構成要素を示し，囲み 7－4 に大学生用の課題例を引用した。
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